
原油価格の高止まりが続く中、ガソリンを中心とする燃料費への補助
が多額に上っていることを踏まえ、政府・与党では燃料価格激変緩和
措置の見直しに向けた議論が進められています。こうした状況を踏まえ、
10月30日（金）、国民民主党、立憲民主党、民主改革の会に対して
「原油高騰対策に関する緊急要請」
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(国民)浜口 誠（参・フォーラムメンバー）

をおこないました。
要請では、国家財政の状況は理解

しつつも、公共交通を支える燃料
（航空機燃料・重油・軽油等）への
支援は維持すべきとの認識に基づき、
航空機燃料については少なくとも
国内線の燃油サーチャージ制度が
確立されるまでの間は現行水準の
支援を継続するよう求めました。

(民主)山岡 達丸（衆・フォーラム事務局長）(立憲)古賀 之士（参・フォーラムメンバー）

～航空機燃料への支援継続を求める！

国民民主党・立憲民主党・民主改革の会に緊急要請！
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